内閣総理大臣　御中

厚生労働大臣　御中

介護報酬の引きあげを要請します
年　　　月　　　日

　政府は２０１５年度の介護報酬について、２００６年以来のマイナス改定（３％を目途）を実施する方針を打ち出しました。
過去の報酬改定でもマイナス改定が続いており、次回もマイナス改定となれば、中小の事業所を中心にして介護事業所の経営は深刻な影響を受け、利用者・家族にも新たな犠牲を強いることになります。
また、政府は介護職員の処遇について「個別の労資関係」の問題であり経営者の努力の中で実施すべきとして、依然として介護職全体の底上げがなされず、介護労働者の離職率も高い水準でとどまっています。報酬の引き下げに伴い、処遇も引き下げられることが十分に予想されます。

　政府は、２０２５年に向けて「地域包括ケアシステム」の構築を目指すとともに、それを支える１００万人の介護人材を確保する必要性を打ち出しています。しかし、今回議論されている介護報酬のマイナス改定は、こうした政府の構想にも反する結果を招くことになります。

　２０１５年度から実施する介護報酬については、引き下げではなく、引き上げることを要請します。

団体名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
所在地・連絡先　　　　　　　　　　　　　　　　　

■取り扱い団体：中央社会保障推進協議会

東京都台東区入谷1-9-5-5Ｆ　℡03-5808-5344
内閣総理大臣　御中

厚生労働大臣　御中

介護報酬の引きあげを要請します
年　　　月　　　日

　政府は２０１５年度の介護報酬について、２００６年以来のマイナス改定（３％を目途）を実施する方針を打ち出しました。
過去の報酬改定でもマイナス改定が続いており、次回もマイナス改定となれば、中小の事業所を中心にして介護事業所の経営は深刻な影響を受け、利用者・家族にも新たな犠牲を強いることになります。

また、政府は介護職員の処遇について「個別の労資関係」の問題であり経営者の努力の中で実施すべきとして、依然として介護職全体の底上げがなされず、介護労働者の離職率も高い水準でとどまっています。報酬の引き下げに伴い、処遇も引き下げられることが十分に予想されます。

　政府は、２０２５年に向けて「地域包括ケアシステム」の構築を目指すとともに、それを支える１００万人の介護人材を確保する必要性を打ち出しています。しかし、今回議論されている介護報酬のマイナス改定は、こうした政府の構想にも反する結果を招くことになります。

　２０１５年度から実施する介護報酬については、引き下げではなく、引き上げることを要請します。
＜私のひとこと＞


氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　住所・連絡先　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
■取り扱い団体：中央社会保障推進協議会

東京都台東区入谷1-9-5-5Ｆ　℡03-5808-5344
